
「重点化すべき施策項目」案の作成について 

１ 基本的な考え方 
 
 ・ 北海道強靱化のための施策プログラムを構成する６０の施策項目の区分において、以下に示す 

検討の視点や市町村の意向を踏まえ、「重点化すべき施策項目」の案を作成。 

・ 案の作成に当たっては、北海道（企画部門）、市長会、町村会、経済団体（道経連）から選任され

た職員で構成する「重点化検討チーム」において、客観的な立場からの検討を実施。 

 
 

２ 点数化による「重点化すべき施策項目」の検討 
 
  以下の方法により、６０の施策項目ごとに点数付けを実施 
 

視  点 点 数 加 点 

影響の大きさ 特に大きい 

◎～２点 

大きい 

○～１点 

 

市町村の意向調査（６０の施策項

目のうち、優先的に実施すべきも

のを５つ抽出）の結果を踏まえ、

各施策項目の点数に、以下の係数

を乗じる 

 

抽出数 20以上     :Ａ(×2.0) 

抽出数 10以上～20未満 :Ｂ(×1.5)   

抽出数 10未満       :― 

 

 

施策の進捗 特に進捗の向上が必要 

◎～２点 

進捗の向上が必要 

○～１点 

平時の効用 特に効用がある 

◎～２点 

効用がある 

○～１点 

国全体の強靱化への寄与 特に寄与する 

◎～２点 

寄与する 

○～１点 

 

３ その他、重点化の検討に当たり配慮すべき事項 
 
・ 「ほっかいどう社会資本重点化方針」の施策優先度との関係 

・ 国土強靱化基本計画（及びアクションプラン）の重点化プログラムとの関係 

 

４ 「重点化すべき施策項目」の選定 
 
（１）重点化の目安 

《国土強靱化基本計画》 

⇒ ４５の施策プログラムから１５を重点プログラムに選定（１／３） 

 《北海道強靱化計画》 

⇒ 国の４５の施策プログラムを基本に、２１の施策プログラムに再構築（半数以下） 

⇒ さらに、２１の施策プログラムを構成する６０の施策項目のうち、1/2～2/3程度を目安に重点化 
 
（２）選定結果 

６０の施策項目の平均点数（５.４点）を基準とし、それを上回る点数となった３８項目を「重点

化すべき施策項目」に選定（別紙参照） 

当該施策を講じない場合、大規模自
然災害の発生時において、「生命・財
産」や「社会経済システム」に、ど
の程度重大な影響を及ぼすか 

当該施策に係る指標（現状値又は目
標値）等に照らし、施策の進捗を向
上する必要がどの程度あるか 

当該施策が大規模自然災害の発生
時のみならず、地域活性化や産業振
興など平時の課題解決にも有効に
機能するものか 

当該施策が首都直下地震や南海ト
ラフ地震など道外における大災害
のリスク低減にどの程度寄与する
ものか 
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